
9 
 

 
 

アルジェリアとチュニジアの動き 
Current Political Situations in Algeria and Tunisia 

 

概要 

アルジェリアでは、2013 年 9 月に第二次セッラール内閣が誕生した。与党 FLN の総書記選

挙の顛末とも深く関わるこの内閣改造は、2014 年の大統領選に向けた政治的動きがすでに始ま

っていることを示している。一方、チュニジアでは、2011 年 10 月の選挙で選出された第一与

党・ナフダ運動が、実績の不足により国民の支持を失いつつある。野党もナフダ運動を中心と

する連立与党政権と激しく対立しており、この対立で 2013 年半ば以降議会が麻痺し、政治危

機が続いていた。労働組合などのイニシアチブで、2011 年のチュニジア革命後の「移行期」政

治過程の完遂のための「国民対話」が始まっている。 
 
アルジェリア：第二次セッラール内閣の発足 

2013 年 9 月 11 日、大統領選挙を 2014 年 4 月に控えたアルジェリアでは、大規模な内閣改

造が行われた。セッラール首相はそのまま留任したが、多くの閣僚ポストが更迭や新規任命の

対象になった。 
主要 4 ポストの交代は、そのうちでももっとも影響が大きい。内相にはダホ・ウルド・カブ

リヤ（FLN1）に代わり、タイイブ・ベライズ（FLN、前憲法評議会議長）が就任した。防衛

大臣は引き続きブーテフリカ大統領の兼任であるが、その次官であった防衛省大臣補佐のポス

トが廃止され、このポストに就いていたアブドゥルマーリク・ゲナイズィヤ（無所属）が閣僚

から外れ、代わりにアフマド・ガーイド・サーリフ（無所属、軍参謀長）が、新設された防衛

省副大臣の職に就いた。外相にはムラード・メデルスィー（無所属）に代わり、ラムターン・

ラマームラ（無所属、前アフリカ連合平和委員会大使）が、法相にはムハンマド・シャルフィ

ー（無所属）に代わり、タイイブ・ルーフ（FLN、前労働相）が任命された。ブーテフリカ大

統領に近いとされる人物の任命、とりわけ、現役参謀長であるガーイド・サーリフの任命は、

来年の大統領選挙に向けて、大統領が権力固めをしていることを示すものではないかといわれ

ている（El Watan紙 2013 年 9 月 12 日付）。 
2012年 9月発足の第一次セッラール内閣と比べて、閣僚ポストの数は 37から34に減った。

中でも、FLN所属の閣僚が 8 から 4 に減り、連立を組むRND2（閣僚数 5）よりも少なくなっ

た。一方で、新しく入閣した閣僚 11 名中、10 名は無所属だった。 
FLN出身の複数の閣僚の更迭の背景には、FLNの内部対立と総書記の交代劇があった。2013

年 1 月に党内の改革派を中心とする不信任決議によってアブドゥルアズィーズ・ベルハーデム

前総書記が解任された後、空席となった総書記職を任命する選挙において、保守派の支持を得

                                                   
1 Front de libération nationale, 民族解放戦線。 
2 Rassemblement national démocratique, 民主国民連合。 
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て当選確実とみなされていたアンマール・サイダーニー（元人民議会議長）に対して、汚職疑

惑などを理由に改革派から反対の声が上がった。改革派の訴えで国務院（紛争解決機関）が一

度選挙の開催許可を取り消したが、選挙直前になって保守派委員の訴えによってこの判断が覆

され、サイダーニー派のみが出席する中で選挙が開催されることになり、結局サイダーニーが

唯一の候補者として当選した。当時党政治局の責任者であったアブドゥッラフマーン・ベルア

イヤートは選挙実施の許可を与えておらず、選挙は党内規則に照らして違反していると主張す

る（Liberté 紙 2013 年 8 月 29 日付）。今回更迭された FLN の閣僚の一部は、紛糾した総書記

選挙において、サイダーニーの当選に反対していた人物である（Radio France Internationale
ウェブサイト 2013 年 9 月 12 日付）。 
第二次セッラール内閣の発足後、FLN、RND の指導部は、ブーテフリカ現大統領を次期大

統領候補として支持していることを示唆する発言をしている（Liberté 紙 2013 年 11 月 11 日

付；Jeune Afrique ウェブサイト 2013 年 12 月 2 日付）。しかし、ブーテフリカ大統領自身は、

次期選挙に出馬するかどうかについて意思表明をしていない。 
 
チュニジア・国民対話の試みつづく 

2013 年 2 月、7 月と立て続けに野党党首の暗殺事件が起こったチュニジアでは、イスラーム

主義政党・ナフダ運動率いる三党連立政権に対する反対運動が政治プロセスを麻痺させ、混乱が続

いていた。とりわけ、7 月 25 日に起こった 2 度目の暗殺事件（野党「人民の運動」党首ムハンマ

ド・ブラフミー暗殺事件）を受けて、野党議員が政府の責任を問い、辞任を求めて制憲議会をボイコッ

トしたため、制憲議会が機能不全に陥っていた 3。制憲議会は、革命後の新しい憲法を作り、新選挙

法に基づく選挙（大統領選、議会選挙）を実施することで、2011 年のチュニジア革命後の政治的「移

行期」を終わらせる政治プロセスを担う最も重要な主体である。この制憲議会が麻痺してしまったこと

で、革命後の政治プロセス自体が停止する事態になった。 
背景にあるのは、ナフダ運動を中心とする三党連立政権に対する広範な不信感である。2011

年 10 月 23 日の選挙によって第一党になったナフダ運動であるが、その後の経済状況の悪化に

対する対応の不十分さや、腐敗と暴力の横行、連立与党内部の分裂などの事態を受けて、国民

の支持は下落し続けている。アメリカのギャラップ社による世論調査によれば、政府に対する

支持率は 2012 年 3 月の 56％から、1 年後の 2013 年 3 月には 32%に落ち込んだ（Gallup ウェ

ブサイト 2013 年 8 月 13 日付）。政権発足当初は、ナフダ運動が新憲法案などでイスラーム色

の強い路線を打ち出すことに焦点が当たっており、ナフダ批判は主に国家と宗教の関係をめぐ

る問題に集中していたが、政権発足から 1 年以上を経た現在は状況が変わって来ている。経済

状況の悪化に対して有効な対策を打ち出せなかったことや、腐敗といった問題は、かつてナフ

ダ運動に投票した層の離反を招いてしまった。野党は、「サラフィー主義」とよばれるイスラー

ム主義集団によって野党党首らがその政治的主張ゆえに命の危険にさらされる事態に対して、

ナフダ政権が長い期間無策であったことを強く批判した。労働組合、女性運動などの様々な非

                                                   
3 『中東レビュー』準備号の拙稿「変革期のマグリブ諸国」および『アフリカ・レポート』No.51 
(2013 年)の拙稿「革命後チュニジアの政治的不安定」を参照。 
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政治団体も、政権批判を積極的に行ってきた。中でも、チュニジア労働総同盟（UGTT）は、チュ

ニジア最大の労働組合としてその動員力を駆使して、デモや政治会議などの政治的活動を行ってき

た。例えば、2013 年 2 月 6 日の「統一民主愛国運動党」指導者のシュクリー・ベルイード暗殺事

件の際は、ベルイードがUGTT と関係の深い弁護士であったこともあり、大規模な追悼集会を

組織した。 
チュニジアがいまだフランス保護領であった1946年に設立されたUGTTは、チュニジア人労働者

の利益を守る運動の中でナショナリズムと結びつき、チュニジアの独立運動において、ハビーブ・ブ

ルギバ率いるネオ・ドゥストゥール党と並んで大きな役割を果たした。その後のブルギバ、ベン・アリー

両指導者の体制下でも、反対勢力が正式な政党活動を十全に行えない中で、実質的な野党の役割

を果たしてきた。チュニジア革命においても、UGTT の地方支部が、ベン・アリー体制の打倒を目指

す人々の動員と組織に大きな役割を果たしたと言われている。 
このような歴史を持つUGTTが、革命後の政治プロセスが麻痺してしまった今回の事態を前に、政

治的介入を行った。与党・野党間の対立と議会の麻痺を打開するために、UGTT、チュニジア人権連

盟（LTDH）、弁護士会、チュニジア産業・商業・工芸同盟（UTICA）の 4 つの非政治団体が、与野党

間の意見調整を行い、段階的に政治の正常化を目指すプログラム、「国民対話」のイニシアチブを取

ったのである。このイニシアチブは、非政治・民間団体の提言として始まったが、2013 年 8 月に入り、

このイニシアチブにナフダ運動が合意したことによって、試みは政治的アジェンダとなった。準備交渉

は非常に難航したが、10 月 5 日に 4 つの非政治団体が作成したロードマップに 21 の政党がサイン

し、「国民対話」のプロセスが正式に開始された（Globalnetウェブサイト 2013 年 10月 7日付）。ロー

ドマップは制憲議会における審議再開と、現内閣の辞職、政党に属さないテクノクラート閣僚による新

内閣の組閣などを内容としている。新内閣の人事をめぐって交渉が難航したが、12 月に入って現役

産業大臣だったマフディー・ジュムアが首相になることが発表され、2014年1月29日にジュムア内閣

が正式に発足した。制憲議会の審議も再開され、1 月 26 日に新憲法が成立している。 
ナフダ運動は、「選挙で選ばれた政府は合法であるので、自ら辞職する必要はない」というこれまで

の主張を一転させ、「国民対話」提案を受け入れ、無党派の閣僚からなるジュムア内閣に権力を引き

渡したことで、今までと違う協調的な態度を見せた。平和的な権力移行が実現し、新憲法が成立した

ことで、エジプトで2013年7月に起こった軍事クーデターのような波乱は、チュニジアにおいてはひと

まず避けられた。しかしながら、ジュムアがナフダ運動のアリー・アライイドを首相とする前内閣の現役

大臣であったこと、やはりナフダ運動に近いとされるルトフィー・ベン・ジッドゥー内相（無所属）がその

まま現職にとどまったことなど、新内閣の政治的中立性に対しては、これを疑問視する声も上がってい

る。 
ナフダ運動、最有力野党と目される「チュニジアの呼びかけ」など、諸政党にとって次の目標は、年

内にも実施される可能性のある次の国政選挙および大統領選挙である。新しい民主的な時代への期

待が高まっていた革命直後の状況と異なり、革命後3年を経た現在、チュニジアの有権者たちには落

胆と政治不信が広がっている。失政によって支持基盤を失いかけているかに見えるナフダ運動にとっ

て、次の選挙こそが正念場となろう。 
（渡邊祥子） 

 


